
広島県尾道市干汐漁港
PR資料



干汐地区の概要（現状と課題）

［地域の概要］
○干汐漁港は、広島県尾道市に属する向島の南東部に立地する。
○当漁港が位置する干汐地区は、以前、海水浴や潮干狩りに訪れる人で
賑わっていたが、近年の海水浴客の中止やアサリの激減により、地域の賑
  わいが失われている。
［漁業の概要］
○向島を含む尾道市の主要な漁業種類は、小型底びき網、刺網、釣り、たこつぼ、採貝漁業である。また、
このうち干汐漁港周辺では刺網や釣りなど小規模な漁業が営まれている。
○尾道市の漁獲量については、近年減少の一途となっている。また、近年は、主要魚種のタチウオ等の不漁
が顕著となっている。
○漁業就業者についても、30年前から減少を続けている。また、若年層の流入が少ないため、高齢化が加
速しており、後継者不足が深刻な課題となっている。
○近年、向島町漁協において「向島おさかな隊」を結成し、地魚の直売を干汐漁港内の施設で開始。直売
は、週2回程度と小規模であるが、年間1,700人程度の客が利用しており、漁業者と地域住民との良い
交流の場になっている。
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［尾道市の観光概要］
○尾道市は日本遺産になっている寺社仏閣が市街地にあり、数々の映画の舞台にもなっている。また、当市
と愛媛県今治市を結ぶ全長約70kmの多島美溢れる「しまなみ海道」は、サイクリストの聖地とも呼ばれ、
多くの観光客が国内外問わず訪れる。
○尾道市を訪れる観光客数は、年間約6百万人（令和4年度）となっている。

（干汐（向島）地区）
○しまなみ海道の玄関口として多くのサイクリング客が訪れる。また、重要文化財に登録される民家や、映画
のロケ地などの観光スポットがある。
○干汐漁港の近隣に、マリンスポーツやキャンプなどが楽しめる施設（マリンユースセンター）が立地しており、
家族連れやSUPを楽しむ客が多く訪れる。

https://www.kkday.com/ko/product/invalid/132907https://www.senkouji.jp https://www.ononavi.jp
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［地域経済］
○干汐地区が属す尾道市の生産・販売は、全体で5,261億円の収入がある。また、そのうち労働生産性は、
全国平均より142万円/人少ない状況にある。
○収入は全体で5,713億円あり、地域住民所得は1人あたり427万円で全国平均よりやや低い。支出は
全体で5,261億円であり、そのうち市内での消費が121億円、投資が20億円流入する一方で、経常収
支が593億円、エネルギー代金が123億円が市外に流出している。

支出生産・販売

分配
所得

財政移転(政府支出－税金) 財政移転は補助金、交付税などの国・都道府県からの所得移転

所得

所得
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150億円
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▲
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経常収支
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▲
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全国平均440.0万円/人
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所得

593億円
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▲

▲

地域住民所得注1

労働生産性

平均生産性50.6百万円/TJ
全国平均82.4百万円/TJ
(1,487位/1,741市区町村)

エネルギー生産性

○

○

▲
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GRPの11.3%
⑪

⑩

⑨

⑧
⑦⑤

④
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GRPの2.3%

エネルギー代金注2

123億円▲

⑫

本社等

消費

投資

所得

所得

所得

注1）地域住民所得は、夜間人口1人当たりの所得(=雇用者所得+その他所得)を意味する。
注2）エネルギー代金の収支は経常収支の内数であり、原材料利用や本社・営業所等の活動(=非エネルギー)は含まれない。※Ver5.0までは含まれる

出所： 「国民経済計算」、「県民経済計算」、「産業連関表」、「国勢調査」等より作成 ⑬ 再エネ導入ポテンシャル 7,642TJ
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［地域経済］
○干汐地区が属す尾道市の産業は、その他製造業やはん用・生産用・業務用機械、金属製品等が比較
優位性が高い。一方、水産業の比較優位性は低く、付加価値額構成比も低い傾向にある。
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［地域経済］
○干汐地区が属す尾道市の水産業の生産額は3億円で、純移輸出はマイナスとなっており、地域内の需要
を域内の生産で賄うことができていない。また、卸売業等からの調達が多い一方で、食料品業や宿泊・飲
食サービス業への販売が多い状況となっている
○以上のように、尾道市における水産業は、地域内の需要を域内の生産で賄うことができていない。一方で、
食料品だけでなく、宿泊・飲食サービス業への販売が多いことから、海業を活用して6次産業化を目指す取
組を進めることで、水産業の活性化を図ることが期待できると考える。
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調達先

「水産業」に着目した主要な取引構造

出所： 「国民経済計算」、「県民経済計算」、「経済センサス」、「産業連関表」等より作成

純移輸出がプラスの産業
(円の大きさ及び数値は当該産業の地域内生産額)

純移輸出がマイナスの産業
(円の大きさ及び数値は当該産業の地域内生産額)

水産業の地域内生産額の0.5％以上を
占める取引

水産業の地域内生産額の2.0％以上を
占める取引
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干汐漁港における海業の方向性

【海業の方向性】
水産事業と流通ルート確立による事業継続性と観光拠点構築による地域活性化

現状と課題等 海業によってめざす方向性

賑
わ
い
・
拠
点
づ
く
り

◆地域の賑わい・活力不足
・漁業者の減少・高齢化
・潮干狩り場の中止

◆漁港施設の活用
・小規模な直売所
・ファミリー層の遊ぶ場所の整備
・滞在型施設（食堂・宿泊施設）
が不十分

◆水産資源の活用
・網袋を活用したアサリ資源の回復
・新たな養殖技術の確立

〇直売所の設置
これまでの週末市＋観光要素の高い産直市場の設置

〇食堂施設の設置
地産地消をテーマとしたメニュー等

〇宿泊施設

〇多目的施設（体験・学習施設）
マリンスポーツ、潮干狩り、学習、加工体験等の漁業
体験可能な施設およびプログラムの提供

〇観光釣り掘り

〇陸上養殖施設
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【地域・水産業の現状と課題】
○干汐漁港は、尾道市市街地と尾道水道を隔てた向島の南東に位置する。
○地区の漁業は、刺網、釣り、採貝（潮干狩りを含む）が主に営まれているが、担い手の高齢化や後継者不足が
深刻化している。また、近年の漁獲量の減少によって漁業所得が低下しており、その対策が喫緊の課題となっている。
○一方、向島を含む尾道市には日本遺産になっている寺社仏閣や、数々の映画の舞台になっている場所がある。また、
尾道市と愛媛県今治市を結ぶ「しまなみ海道」には多くのサイクリング客が訪れ、その玄関口である向島にも多くのサ
イクリストが集まる。
【海業の現状と課題】
○漁業者が地魚の直売を週2回程度行っているが、高齢化や漁獲量減少により、事業を拡大することは困難な状況となっている。
○漁港区域内には広い漁港用地や漁協所有の土地施設があり、広い範囲で海業が実施できる可能性がある。
○漁港の近隣に、マリンスポーツやキャンプなどが楽しめる施設が立地しており、当分野での連携による海業推進が図れる可能性がある。
○尾道市の観光客数（R4）は6百万人弱で、漁港を核とした交流機会の創出により水産物の消費拡大の可能性がある。

１．現状と課題

干汐漁港海業推進協議会

構想とのすり合わせ エリア計画等

2．検討体制

■向島の漁業就業者数と高齢化率 ■尾道市観光客の推移

海業の事業計画骨子 【広島県尾道市 干汐漁港】 ①

漁具干場用地

駐車場用地

駐車場用地

道
路
用
地

物
揚
場
用
地

護
岸
用
地

護岸用地

尾道市
用地

向島町漁協
用地

北

向島町漁協
用地

干汐漁港

尾道市

向島

0%

20%

40%

60%

80%

0

20

40

60

80

100

H15 H20 H25 H30

就業者数 高齢化率

就業者数（人） 高齢化率（％）

向島町漁協（おさかな隊）
マリンユースセンター
民間事業者等

0

2,000

4,000

6,000

8,000

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

観光客数（千人）

［メンバー］
・漁協
（向島町、尾道、吉和、尾道東部）
・釣りクラブ（干汐・高見）
・地元各区長
（干汐、江奥、沖条、岡条、江の浦）
・尾道市
（農林水産課、商工課、観光課、生涯学習課、向島支所）
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⑤多目的施設（民間事業者）
※運営は民間企業等を想定。事業主体等の体制は今
後の検討
［期待される効果］
○水産業への理解増進 ○海の魅力の発信
○環境保全への理解増進
○教育旅行、企業研修等の受け入れ

水産業・干汐漁港を核として、地域住民や県内外からの観光客を呼び込むことで、賑わいを創出し、漁村の活性化と漁業所得の向上、後継者の
確保を図る。
［取組］
○漁港区域の新たな活用による地域漁業、漁村の賑わいづくり
－地元水産物等を提供する直売所・食堂施設、宿泊施設、多目的施設（研修所等）、釣り堀施設の整備等により総合的な集客を図る。
○水産物等の販売ルートを民間業者と連携し、事業の継続性を図る。また、陸上養殖業者を受け入れ、これら民間業者との連携で、水産市場の
拡大を図る。
○近隣のマリンスポーツ施設と連携し、海洋レジャーや漁業体験等のプログラムを作成し、県内外の家族連れや、教育旅行等の受け入れを行う。

３．海業の方針

４．海業の具体的な取組・実施主体・期待される効果

④宿泊施設（民間企業）
［期待される効果］
○観光客の滞在時間の増加 ○インバウンド旅行者の獲得
○観光地として魅力の増大    ○地域の雇用の創出

②陸上養殖施設（養殖事業者）
［期待される効果］
○水産物の安定供給 ○地域の雇用の創出
○直売所等の企業との連携による市場の拡大

①直売所・食堂（民間企業・漁協）
［期待される効果］
○域内での水産物消費拡大 ○域内産業の活性化 
○漁業所得の向上 ○地域の雇用の創出
○民間企業との連携による加工製品の開発・流通
○賑わいの創出  ○観光地として魅力の増大

多目的桟橋
○観光釣り堀施設への送迎
○マリンスポーツ施設への送迎

海業の事業計画骨子 【広島県尾道市 干汐漁港】 ②

③観光釣り堀・畜養施設（観光釣り堀事業者）
［期待される効果］
○観光地として魅力の増大 ○観光客の滞在時間の増加
○直売所・食堂との連携による水産物（活魚）の販売
○賑わいの創出
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各事業の概要
①直売所・食堂施設
■事業の概要：地元や近隣の尾道市等海域で漁獲され
た水産物の鮮魚や加工品を販売する。また、向島町漁協
の組合員の有志で結成された「向島おさかな隊」による直
売コーナーの設置、陸上養殖施設や海面養殖施設で収
穫された水産物の販売や加工、観光釣り堀・畜養施設の
活魚の利用などの工夫を行う。
■事業主体：民間企業（協力：漁協）
■実施時期：令和７年度以降に施設整備
■取扱商品：
・地元や近隣海域で獲れた水産物の鮮魚や加工品
・陸上養殖施設の水産物
・観光釣り堀・畜養施設の活魚等

■サービスの内容：
・鮮魚、加工品の販売や食事
・可能ならば、地元農作物・ジビエ、釣客向け商品販売
・養殖施設の水産物の販売・加工
・釣り堀で釣った水産物の加工・食事、畜養された活魚
の販売、食事
■取扱商品、サービスのセールスポイント
ターゲット：地元住民、県内外の観光客
見込客数：28,000人（営業186日,約150名/日）
販売戦略：地域住民だけでなく、観光釣り堀や宿泊施

設、マリンスポーツ等の体験イベントと連動し、
県内外の観光客を集客する。また、既存の
「向島おさかな隊」による地魚販売の特設
コーナーを週末に開催し、直売の付加価値
化を図る。

■競合・市場など企業を取り巻く状況：
・近隣の尾道市街地に、鮮魚や水産加工品等を扱う直
売所「ええじゃん尾道」が立地。

■事業の概要：養殖業を営む業者を受け入れ、陸上養
殖を実施し、直売所や食堂と連携し、収穫物を販売・加
工する。また、直売所の事業主体となる民間企業と連携し、
市場の拡大を図る。
■事業主体：養殖業者
■実施時期： 令和８年度以降に施設整備
■対象物：水産物
■内 容：
・品質の良い水産物の安定供給
・周年出荷
・民間企業と連携した加工品の開発。市場の拡大
■留意事項
・漁協、地元海面養殖業者（カキ）との調整
・販売・加工の検討

②陸上養殖施設

■事業の概要：観光釣り堀施設を整備し、観光地として
の魅力の増大を図る。また、直売所・食堂施設との連携を
構築する。
■事業主体：民間の海上釣り堀業者
■実施時期： 令和8年度以降に施設整備
■対象物：マダイ、ハマチ、カンパチ等
■内 容：
  ターゲット ：県内外の観光客
見込客数：約1,500人（土日祝日、1日約15名）
戦 略：一定料金で釣り放題とする。釣った魚を直

売所で加工したり、食堂で食べたり工夫する。

③観光釣り堀・畜養施設
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各事業の概要
⑤多目的施設

■事業の概要：体験学習イベント、教育旅行や企業研
修等の受け入れ。また、近隣のマリンスポーツ施設（マリ
ンユースセンター）と連携したマリンレジャー等に係る案
内などを行うビジターセンターを整備し、水産業や海の魅
力を発信する。

■事業主体：民間企業・漁協等
■実施時期：令和8年度以降に施設整備
■施設内容：
・体験学習・観光釣り堀・マリンレジャー等の案内
 ・交流スーペス：フリースペース
・研修スペース：会議室・調理室（体験用）
・洗い場:マリンレジャー・イベント参加者用の洗い場
（SUPや手洗い場）
   ・自転車置き場、レンタサイクル
・遊漁船等によるマリンレジャー施設や観光釣り堀施設
への送迎
■イベント等の内容
ターゲット：県内外の子ども、企業研修、家族連れ、

SUPファン等
体験学習イベント：
・アサリ養殖、収穫体験（漁協）
・陸上養殖施設見学（養殖業者）
・釣り体験（釣り堀業者）
・魚の調理体験（民間事業者）
・マリンスポーツ体験（民間企業）
・地域産業や観光に係るイベント

・・・など

④宿泊施設

■事業の概要：県内外・海外の観光客を対象とする宿
泊施設を整備し、滞在時間の増大、また地元の海産
物や農作物を提供することで、インバウンド効果による地
域の活性化を図る。

■事業主体：民間企業
■実施時期：令和7年度以降に施設整備
■施設内容：
・グランピングもしくはコンテナハウス等の小規模施設
・温泉等の風呂・サウナ施設の併設
■サービス、セールスポイント
ターゲット ：県内外・海外の観光客（サイクリスト含）、

帰省客
見込客数：約3,000人（5室×2.5人、8割稼働）
戦 略：海のすぐ近くに立地し、その景観を活かしたく

つろげる宿泊施設となるよう工夫する。直売
所・食堂施設と連携し、地元の水産物や農
作物を活かした食を提供する。食の提供は、
BBQ形式など、人件費等のコストをかけない
手法を検討する。露天風呂やサウナなどを
併設し、宿泊客だけでなく、日帰り観光客な
どもターゲットに集客し、観光地としての魅力
を増大する。

■競合・市場など企業を取り巻く状況：
・近隣の向島・立花地区に多様な宿泊施設が立地して
いる。
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各事業における期待される効果

事業の効果
（ロジックモデル）

①直売所・食堂
施設

アクティビティ アウトプット 初期アウトカム 中期アウトカム 長期アウトカム

水産物購入者増

宿泊者増

地域に魅力を
感じる人が増加

観光客の増加
（賑わい創出）

水産業への
理解増加

海洋ﾚｼﾞｬｰｴﾘｱと
しての認知度上

観光活動の
多様化

市場の拡大

観光地として
知名度向上

海・水産業への
関心の高まり

体験学習・
ﾏﾘﾝｽﾎﾟｰﾂ参加者増

尾道産水産物の
認知度向上

対象

⑤多目的施設
地域住民
観光客
ﾏﾘﾝｽﾎﾟｰﾂ客
漁業者

就業機会の増加
（雇用の創出）

滞在時間の増加

観光客

利用者増

地域住民

漁業者の
所得の向上

関係人口の増加

③観光釣り堀・
畜養施設 観光客

④宿泊施設 観光客
地域住民

②陸上養殖施設 観光客
地域住民

小売業者

学習機会の増加

地域・地域外
ネットワーク強化

UJIターン者の
増加

尾道産水産物の
消費の拡大
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「向島おさかな隊」による
地魚の直売（週末開催）

水産物
販売

①直売所・食堂施設

海業の関係主体間の経済関係①
※R6時点での想定

尾道市漁港管理者

海上釣堀り・畜養施設
（民間事業者）

直売所・食堂
（民間事業者）

地域住民
来訪者

住 民

観光客

使用許可

漁港区域

海業実施者

宿泊施設
（民間事業者）

代金

水産物等販売

代 金

代金

養殖・畜養
水産物販売

代金

水産物等販売

地域外
加工品販売

陸上養殖業者
（漁業者）

水産物販売

代 金

サービス（宿泊）

代金

サービス（レジャー）

代金
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海業の関係主体間の経済関係②
※R6時点での想定

地域住民
来訪者

②陸上養殖施設

尾道市漁港管理者

直売所・食堂施設
（民間事業者）

陸上養殖業者
（漁業者） 代金

養殖水産物
販売

住 民

観光客

使用許可

漁港区域

海業実施者

宿泊施設
（民間事業者）

代金 水産物等販売

地域外
水産物販売

地域外
加工品
販売

水産物等販売・
サービス（宿泊）

代金

海上釣り堀・畜養施設
（民間事業者）

代金 畜養水産物販売

サービス
（レジャー）

代金
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海業の関係主体間の経済関係③

③海上釣り堀・畜養施設

※R6時点での想定

尾道市漁港管理者

直売所・食堂施設
（民間事業者）

海上釣り堀・畜養施設
（民間事業者） 代金

畜養水産物
販売

代金

水産物等販売・
サービス（宿泊）

地域住民
来訪者

住 民

観光客

使用許可

漁港区域

海業実施者

宿泊施設
（民間事業者）

代金 水産物等販売

地域内外養殖業者

代金
活魚
販売

サービス（レジャー）

代 金

地域外
加工品販売

陸上養殖業者
（漁業者）
代金
養殖水産物
販売
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海業の関係主体間の経済関係④
※R6時点での想定

④宿泊施設

海業実施者

直売所・食堂施設
（民間事業者）

宿泊施設
（民間事業者） 代金

水産物・
畜養水産物販売

地域住民
来訪者

住 民

観光客

漁港区域

海上釣り堀・畜養施設
（民間事業者）

代金 畜養水産物
販売

サービス

代 金

代金

水産物等販売・
サービス（レジャー）

陸上養殖業者
（漁業者）

代金
養殖水産物
販売

尾道市漁港管理者

使用許可
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⑤多目的施設

海業の関係主体間の経済関係⑤
※R6時点での想定

海業実施者

マリンスポーツ・研修等
総合案内所
（民間事業者）

多目的施設
（民間事業者）

地域住民
来訪者

住 民

観光客

漁港区域

海上釣り堀案内所
（民間事業者）

代金

サービス
（案内・提供）

尾道市漁港管理者

使用許可

貸研修・会議室
（民間事業者） 学校・

自治会団体等

代金
（施設使用料）

サービス
（清掃等）
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各事業の経済規模（R6時点の想定）
①直売所・食堂施設

②陸上養殖施設

③観光釣り堀・畜養施設

○売上規模：約1,600万円 → 10万尾生産で単価160円/尾と仮定

○売上規模：約1,950万円 → 釣り堀：大人11,000円で、土日祝日約100日営業、1日15名と仮定
蓄養魚販売：土日祝日100日間で、1,500円/kgで1日20kg販売と仮定

■売上：広島県内の水産物直売所の平均を想定 ※農林水産省「令和３年度6次産業化総合調査」

■売上：陸上養殖 水産物のブランド化を想定

■売上：遊漁船料金と同等で釣り放題を想定

○売上規模：約2,800万円（広島県平均）→客単価1,000円と仮定すると、年間購入者数は約28,000人
・広島県平均の営業日数186日（売場面積86㎡（全国平均））より、1日あたり約150名来店

④宿泊施設

○売上規模：約8,000万円/年→ 1泊20,000円/名（平日）、30,000円/名（土日・祝日）
宿泊5室×2.5人、８割稼働と仮定

■売上：レモンファームグランピングしまなみと同等の宿泊費用を想定（５室と仮定）

⑤多目的施設

■売上：検討中
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事業名 実施主体
（関係者）

実現までの実施事項 実施時期

実施項目 概要

活用した
い
支援事
業

短期 中期 長
期

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15
R16
～

前提 尾道市
漁港施設等活
用推進計画の
策定

干汐漁港の漁港施設
活用にあたっての各事
業の内容や区域等を
決定

①直売所・販売
施設

民間事業者
（干汐漁協）

②陸上養殖施設 民間事業者

③観光釣掘り・畜
養施設 民間事業者

④宿泊施設 民間事業者

⑤多目的施設 ー

海業計画 スケジュール（案）
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